
第１号様式（第７条関係） 

                                        年  月  日 

 （宛先）板橋区長 

                       住  所 東京都板橋区板橋○丁目○番○号 

フ リ ガ ナ  イタバシ タロウ 

申請者 氏  名  板橋 太郎                

    生年月日  昭和○○年○○月○○日 

                       電  話   ○○－○○○○－○○○○ 

助 成 対 象 承 認 申 請 書 
   

板橋区木造住宅耐震化促進助成金交付要綱に基づく助成金について、助成対象の承認を受けた 

いので、関係書類を添えて下記のとおり申請します。 
 

記 

耐震の基準 
□昭和 56年 5月 31日以前 

□昭和 56年 6月 1日以降かつ平成 12年 5月 31日以前 

助成の種類 

□ 耐 震 診 断（助成金区分：□高齢者等 □特定地域） 

□ 耐震診断及び耐震計画等（助成金区分：□高齢者等 □特定地域） 

□ 耐 震 計 画 等 

□ 耐 震 補 強 工 事（助成金区分：□高齢者等） 

□ 除 却 工 事          

□ 建 替 え 工 事 

□ 除 却 工 事 及 び 建 替 え 工 事 

□ 耐震シェルター等設置工事（助成金：□避難困難者） 

申請者及び 

申請建築物 

の要件 

 

 

 

 

 

 

□ 申請建築物の所有者です。 

□ 申請建築物の所有者の親族等です。 

□ 団体又は法人ではありません。 

□ 申請建築物に、高齢者等が居住してします。 

□ 申請建築物は、高齢者等が所有しています。 

□ 住民税を滞納していません。 

□ 軽自動車税を滞納していません。 

□ 軽自動車を所有していません。 

・耐震計画等・耐震補強工事・耐震ｼｪﾙﾀｰ等設置工事・除却工事・建替え工事 
□ 耐震診断を受けた建築物です。 

・耐震診断結果 

（評点）：１階Ｘ    １階Ｙ    ２階Ｘ    ２階Ｙ        
・耐震診断助成金交付決定番号 

  年   月   日付け       第   号の 

・耐震シェルター等設置工事 
□ 耐震シェルター等設置工事助成を受ける建築物に居住しています。 

□ 高齢者又は障がい者等が居住しています。 
□ 建築物に居住する世帯全員の所得の合計が 200 万円以下です。 

・建替え工事 
□ 耐震診断を受けた建築物の所有者です。 

□ 耐震診断を受けた建築物の所有者の親族等です。 

□ 申請建築物に高齢者等（申請者または申請者の親族等に限る）が居住します。 

□ 申請建築物の所有者及び居住者です。 

裏面につづく 

表面 
※両面印刷してください。 

記入例 

※両面印刷をしてください。 

※日付は未記入でお持ちください。 

 

※申請する助成１つに

レ点を入れてください。 

✓ 

※シェルター申請の

場合、条件に合うもの

全てにレ点を入れてく

ださい。 

※建替え申請の場

合、条件に合うもの全

てにレ点を入れてくだ

さい。 

※該当する耐震基準

にレ点を入れてくださ

い。 ✓ 

※自著または押印を

してください。 



 

 

 

 

区税納付状況

調査に関する

同意 

補助金交付に係る審査にあたり、区が保有する私の区税の納付状況を確認する

ことに同意します。 

※同意しない場合又は他の自治体に居住している場合は、下記の□にレ点を記入

し追加書類を添付してください。 

□ 同意しない 

□ 現在居住している他の自治体において課税されている 

追加書類・・・住民税（課税されている方は軽自動車税も）の領収書の写し又は

納税証明書。非課税の場合は非課税証明書 

※いずれも直近のもの（領収書の写しは、直近のものが属する年度分で納期が既

に到来しているもの全て） 

 

 

 

既存建築物の

概要 

⑴ 建築物の場所(住居表示)：東京都板橋区  板橋○丁目○番○号                        

⑵ 建築物の場所(地名地番）：東京都板橋区  板橋○丁目○番地○                        

⑶ 階 数 等：地上 ２  階、地下   階建て 

⑷ 用 途：□ 住宅のみ ・ □           との併用 

⑸ 建築面積：  ７０．００  ㎡ 

⑹ 延べ面積： １１０．００ ㎡（住宅以外の部分         ㎡） 

⑺ 建築年月：昭和 ４８ 年  ７  月頃竣工 

□ 不明確だが資料等による判断 

道路の幅員  ４．０  ｍ（道路の種別：建築基準法第  ４２条第  １項第  １号） 

建築可能な 

敷地面積 
 １２０．００  ㎡（道路後退部分：無・有  約      ㎡） 

用途地域 

 

第一種中高層住居専用地域 
防火地域 

□ 防 火 地 域 

□ 準防火地域 

□ 新防火地域 

着手及び 

完了予定日 

着 手 予 定 ：    ○ 年 ○ 月 ○ 日 

完 了 予 定 ：    ○ 年 ○ 月 ○ 日 

備考 

 
 
 

 
 
 
 
 
 

 

裏面 
※両面印刷してください。 

※同意する場合は記

入しないでください。 

✓ 

※建物登記簿謄本等を

確認して記入してくださ

い。 

※面積は現状の面積を

記入してください。 

※建替え申請の場合、原則、

建築確認申請の敷地面積を

記入してください。 

✓ 


